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公明党　障がい者福祉委員会委員長
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障害者差別禁止法制定についての要望
（「部会意見」についての意見）
DPI日本会議　議長　三澤　了
貴党におかれましては、平素より障害者の権利の促進や福祉の増進にご尽力いただき、心より御礼申し上げます。
私たちDPI日本会議は、障害種別の壁を越えて、身体障害、知的障害、精神障害や難病の当事者が主体となって活動する、全国89の団体で構成されています。障害のない人と平等に安心して地域で暮らすことができる社会づくりのために活動しており、その一環として、2006年に国連で採択された障害者権利条約の批准のために、この間、さまざまな取り組みを行ってまいりました。その一つの大きな軸が、障害者差別禁止法の制定です。
2012年9月、障害者政策委員会差別禁止部会より「部会意見」が取りまとめられ、日本に置きましても本格的に差別禁止法の議論が政府の審議体で行われました。貴党は、日本の政党としては初めて国会で障害者差別禁止法を取り上げてくださった政党であり、また、かねてより障害者権利条約の批准に関して明確な定見に基づきご尽力頂いており、大変期待しているところです。
　DPI日本会議としましては「部会意見」の内容を基本的に支持しておりますが、特に重要であると思われる点につきまして、以下、要望させていただきます。なにとぞよろしくお願い申し上げます。
記
１．障害者権利条約批准のために、障害に基づく差別を禁止する単独法（差別禁止法）を必ず制定してください。
すでに、権利条約の実施状況を監視する国連の障害者権利条約委員会では、条約加盟国に対して、差別禁止法を制定するよう勧告や意見を述べています。
また、既存の法制度は差別事例解決手段としては不十分です。障害当事者はもちろんですが、一般国民にとっても、何が差別になり、何が合理的配慮になるのか、国や自治体は何をすべきなのかがわかりやすくするためには、単独の法律として整理することが必要です。そのためにも、障害者差別禁止法の単独立法の制定をお願いいたします。　
２．国等の責務について
　　
（１）差別や合理的配慮のガイドラインの作成について（p10）
　　・障害差別問題に取り組んできた、また、差別問題に関して国際的状況に詳しい障害当事者や関係者で、ガイドラインを作成する体制づくりを確保するよう、法律に盛り込んでください。
・事業所などが合理的配慮を実施するための支援を、国等の責務として、必ず法文に明記すべきです。障害者権利条約（以下、権利条約）の第5条3項で、「締約国は、平等を促進し及び差別を撤廃するため、合理的配慮が行われることを確保するためのすべての適切な措置をとる」と規定されています。
　（２）自治体の条例づくりを促進する規定をお願いします。
　　　現在、千葉県、北海道、岩手県、熊本県、さいたま市、八王子市にすでに障害者差別禁止条例あるいは権利条例ができており、また、沖縄県、京都府、長野県、高知県、神戸市、別府市など、多数の自治体で、条例制定に向けて具体的に取り組んでいます。身近な地域から差別をなくし、地域社会を変えながら、共生社会を実現するという点で、こうした自治体条例は差別禁止法と有機的に連携できる体制が望まれます。立法化にあたっては、国の支援等、各自治体が条例づくりを推進できるようななんらかの規定をお願いいたします。
３．「障害に基づく差別」の定義については、部会意見に即して、明確に定義してください。
　　
（１）障害の定義（部会意見　P14）
　　　部会意見で示している通り、手帳の有無にかかわらずあらゆる機能障害を含めるよう、障害者基本法第2条「障害者の定義」に基づく定義を行ってください。

　（２）障害に基づく差別の定義（部会意見　P15～28）

　　・部会意見では、「不均等待遇」と「合理的配慮の不提供」を障害に基づく差別として整理しています。差別禁止部会では、障害に基づく差別について多くの時間を割き、丁寧に議論してきた経緯があり、国際的にもそん色のないものです。部会意見に沿って「障害に基づく差別を定義」してください。

・合理的配慮の定義については、権利条約第2条の定義に即して定義してください。
３．部会意見で整理されている「総則」、10の分野の「各則」、「紛争解決のしくみ」を網羅した法律にしてください。（部会意見　P29～76）
部会では、諸外国の例、国内法制度などの様々な角度から検討を行い、以下、10の領域について、個別具体的なの差別禁止規定が必要であると結論付けています。この領域は、障害者が日常生活、社会生活を営む上で欠かせない領域です。欠かすことの無いように、各則で規定してください。
「情報・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ」「商品・役務・不動産」「医療」「教育」「雇用」「国家資格等」「家族形成」「政治参加（選挙等）」「司法手続」　
４．紛争解決のしくみ
障害者差別禁止法において、差別的な事例が起きたときの解決のしくみが必要です。部会意見に提案されているような、以下の①、②の機能を持つ紛争解決のしくみを作ってください。
①身近な場所（地域や職場など）で安心して相談ができ、相談によって相手方となったところに出向いて調整ができる相談機関の設置
②障害者の権利を守り、差別を防止するために調停、仲裁、裁定などができる公正・中立的な機関の設置
　　　例えば、①においては、障害者虐待防止法で運用されている「虐待防止センター」や「権利擁護センター」、あるいは、千葉県やさいたま市など、すでに障害者差別禁止条例を持っている自治体では、条例で規定されている委員会や相談支援の仕組みなども活用できます。また、障害者基本法で設置が義務付けられている合議機関の利用も考えられます。また、国には、②の役割を果たすことができる機関を設置してください。
５．その他
　 
「部会意見」のP11～12には、「国の基本的責務に関して特に留意を要する領域」として、①障害女性について、②障害に関連して行われるハラスメント（p12）、③障害に係る欠格条項（p12）の3点が挙げられています。これら3点について、例えば、障害女性の実態の把握を行い、何らかの措置を取る等、取り組みが可能な形となるように法律に盛り込んでください。
以上
【追加資料】
2012年12月20日
障害者の権利条約と障害に基づく差別禁止法
立命館大学生存学研究センター特別招聘教授　長瀬　修
　
　障害者の権利委員会の国際的モニタリング機関である障害者の権利委員会は、すでに障害に基づく差別と合理的配慮の否定に関して罰則を含む法律のあるスペインを除き、障害に基づく差別禁止法を欠く、現時点までの他のすべての審査対象国であるチュニジア、ペルー、中国、ハンガリー、アルゼンチンに対して合理的配慮の否定を含む、障害に基づく差別を禁止する法律を明確に求めている。
障害者の権利条約第34条に基づく、同条約の国際的モニタリング機関である障害者の権利委員会は、同条約第35条に基づいて締約国の報告の検討を行っている。同委員会は、国連人権高等弁務官事務所のあるジュネーブにて開催される。
18名の独立した専門家から構成される同委員会は、2011年4月の第5回会期にて、チュニジアを対象に最初の検討を行った。
締約国から提出された報告に対して、委員会が作成した事前質問事項への締約国からの回答に基づいて、「建設的対話」と呼ばれる、締約国政府代表団と委員の口頭での質疑応答を経て、「総括所見」（Concluding Observations）という名称の勧告がまとめられる。
　
現在までに、以下6か国の報告の検討が行われ、各国への総括所見がまとめられている。
2012年4月　第5回会期　チュニジア
2012年9月　第6回会期　スペイン
2012年4月　第7回会期　ペルー
2012年9月　第8回会期　中国、アルゼンチン、ハンガリー
　以下、具体的に各国への総括所見と障害差別禁止法制について簡潔に述べる。
　
チュニジアに対しては、総括所見の第13段落で、委員会は①合理的配慮の定義を国内法に盛り込むこと、②条約第2条にしたがい、合理的配慮の否定が障害に基づく差別であることを明示的に法律が認知すること、③差別禁止法の中に明示的に障害に基づく差別禁止規定を緊急に盛り込むことを勧告した。
　
スペインへの総括所見は、積極的側面に関する第5段落において、2003年の平等・無差別・ユニバーサルアクセシビリティに関する法律（51/2003法）を高く評価している。（スペインの報告は、第8段落において、49/2007法が直接・間接差別、合理的配慮の不提供に関する行政罰を規定しているとして、さらに第15段落において、憲法と2003年第51号法が条約第5条の平等及び非差別を遵守しているとしている。）
　委員会は第19段落において、合理的配慮に関する情報不足について懸念を示し、第20段落において、合理的配慮の否定からの保護の確保を促した。
　
ペルーへの総括所見は法的な枠組みに関する第6段落で、合理的配慮の否定と関係者（家族や支援者等）への差別への言及がないことへの懸念を示し、第7段落において合理的配慮の欠如と関係者への差別を障害に基づく差別であると法的に規定することを勧告した。
　
中国については、第11段落において、委員会は、障害者に対する差別の包括的な定義の欠如について懸念を示し、第12段落において、①締約国が障害者に対する差別の法的定義を行い、②その定義に間接差別の禁止を含むよう、明確に奨励した。さらに委員会は、③条約の合理的配慮の定義を中国の法律に含むよう提案し、④合理的配慮の提供の拒否は、障害に基づく差別であることを法律が明確に認めることを確保すべきだとした。
　
アルゼンチンには第11段落において、合理的配慮の概念及びその否定は差別であるという概念が、差別禁止法や雇用、保健、教育に関する法律どれにも含まれていないことと、障害差別を通報するための利用しやすい司法的、行政的な救済が欠けていることに懸念を示した。第12段落にて、差別禁止法に合理的配慮概念を盛り込むことと、合理的配慮の否定が障害を根拠とする差別であるという定義を関連する法律に盛り込むことを促した。さらに障害者が差別を通報しやすくするための司法的、行政的救済の簡素化を勧告した。
　
ハンガリーに対しては第15段落において、合理的配慮の否定が差別であるという法的規定がないことに懸念を示し、第16段落において、合理的配慮の不提供が禁止される差別であると法的に明記するよう求めた。
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